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評価結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ナイジェリア連邦共和国 案件名：初等理数科教育強化プロジェクトフェーズ2

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部基礎教育グループ

基礎教育第二課 

協力金額（評価時点）：約2億7,300万円（概算） 

 

 

協力期間 

（R/D）：2010年6月1日～ 

2013年7月20日 

先方関係機関：教育省 

（延長）： 日本側協力機関：なし 

（F/U）： 他の関連協力：技術協力プロジェクト 

・初等理数科教育強化プロジェクト（2006～2009） 

１－１ 協力の背景と概要 

ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリア」と記す）では、1999年から基礎教育普遍化

政策を実施し、基礎教育の拡大を重視してきた。その結果、初等教育就学者数は1999年の1,791

万人から2005年には2,227万人に急増し、教育へのアクセスは改善されつつあるが、その一方で

教育の質が大きな課題となっている。教育の質に影響を与える重要な要素が教員の能力である

が、ナイジェリアでは、現場の教員の半数近くが正規の教員資格を有していない。また、大学

及び教員養成校の教員養成課程においても教具・教材の不足によって、実験などの手法を十分

に活用した授業が行われていないため、大学や教員養成校を卒業した教員でも、実験に基づい

た理数科の授業計画や授業実施能力・経験が不足している。ナイジェリア政府は、教員の能力

強化の必要性を認識し、理数科分野について独自の現職教員研修（In-Service Education and 

Training：INSET）を実施してきた。しかし、制度面・組織面を含めて効果的な現職教員研修が

実施されているとはいえず、教員が授業技術、教科知識を継続的に向上させる機会が不足して

いる。 

このような状況を踏まえ、国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）は初

等教員を対象に理数科分野にかかる継続的な現職教員研修に関して支援を行ってきた。2006年8

月から2009年8月までの3年間、カドナ州、ナイジャ州、プラトー州（以下、パイロット3州）を

対象として「初等理数科教育強化プロジェクト」（以下、フェーズ1）を実施し、当該分野の中

核人材の育成（研修指導員）を行った。また、フェーズ1の実施にはケニア国「理数科教育強化

計画」の経験も活用されており、同プロジェクトから技術支援（ケニア人第三国専門家派遣）

を効果的に活用した南南協力も行われてきた。 

このような背景のもと、ナイジェリア政府はこれらの支援を高く評価し、フェーズ1の後継案

件として、パイロット州における地方研修実施（現場の初等教員約7万名への研修実施）、パイ

ロット3州以外の33州及び首都特別区（以下、34州）への研修拡大（研修指導員の育成）を目的

とした協力を日本政府に要請した。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）スーパーゴール 

生徒の理数科分野における学力が向上する。 
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 （2）上位目標 

制度化された理数科教育強化（Strengthening of Mathematics and Science Education：SMASE）

研修を通じて、ナイジェリアの初等教員の理数科分野における指導力が向上する。 

 

 （3）プロジェクト目標 

1）パイロット3州で初等教員の理数科分野における生徒中心型授業の実施能力が向上す

る。 

2）パイロット3州以外の州研修指導員の理数科分野における現職教員研修（In-service 

Education and Training：INSET）実施能力が向上する。 

 

 （4）成果 

1）パイロット3州で地方レベルのINSETを実施するための組織が確立される。 

2）パイロット3州で地方レベルのINSET研修が実施される。 

3）中央及び州レベルでINSETを実施するための組織が確立される。 

4）パイロット3州以外の州研修指導員を対象としたINSETが実施される。 

5）INSETを支援する体制が強化される。 

 

 （5）投入（評価時点） 

1）日本側 

・専門家派遣：延べ15名（49.5人/月） 

・機材供与：0.03億円（パソコン、コピー機、プリンター、プロジェクター等） 

・ローカルコスト負担：0.29億円 

・研修員受入：16名（本邦研修・第三国研修） 

2）相手国側 

・カウンターパート配置：28名 機材購入 なし 

・土地・施設提供：プロジェクト事務所・施設、中央研修センター 

・ローカルコスト負担：281,557,361ナイラ（約1.47億円） 

２．評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

調査者 団長/総括 高橋 悟 JICA国際協力専門員 

協力企画 甲田 小百合 JICA人間開発部基礎教育第二課 

評価分析 長谷川 さわ 株式会社日本開発サービス 調査部 研究員 

調査期間 2012年4月8日～4月29日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）プロジェクト目標の達成状況 

・ 中央・地方研修の実施率が低く、プロジェクトの残り期間で当初の数値目標を達成する

のは難しい。 
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・ 一方、研修受講者に対する指標結果からプロジェクトによる効果が確認されており、パ

イロット3州の初等教員の授業観察指数やパイロット3州以外の州研修指導員の理数科

の教授態度指数における量的な数値がプラスの結果を示している。 

 

 （2）成果の達成状況 

成果1（地方研修実施のための組織確立） 

・ パイロット3州において、地方レベルのINSETを（地方研修）を実施するための組織は確

立され、現時点で成果1は達成されている。 

成果2（地方研修の実施） 

・ パイロット3州における地方研修の実施は、ナイジェリア側の研修費用の不足・配賦遅

延により、当初の計画より大幅に遅れている。各州の現時点での研修実施率は、4.2％（カ

ドナ州）、9.6％（ナイジャ州）、22.2％（プラトー州）である。 

成果3（中央・州研修実施のための組織確立） 

・ 中央レベルのINSETを（中央研修）を実施するための組織は確立された。 

・ パイロット州以外の34州において、現時点で20州が州レベルのINSET（州研修）を実施

するための組織を確立した。今後、残り14州へのSMASE研修に対する啓発活動を強化し

ていく予定である。 

成果4（中央研修の実施） 

・ 中央研修の実施は、ナイジェリア側の研修費用の不足・配賦遅延により、当初の計画よ

り大幅に遅れ、現時点での実施率は17.2％である。 

・ 研修用の教材及びモニタリング・評価ツールの改訂は、中央研修指導員と日本人専門家

により計画どおり進められており、2013年3月までに改訂作業が完了する予定である。

成果5（研修の支援体制の強化） 

・ パイロット州以外の34州に対して、関係者への啓発活動を目的としたSMASE研修運営ワ

ークショップが実施された。 

・ SMASE研修の実施・支援体制の強化に向けて、特にパイロット州以外の34州のうち残り

14州に対して、今後も引き続き啓発活動を強化していく予定である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性（高い） 

・ ナイジェリアの国家開発政策・教育政策に合致している。 

・ ターゲットグループ（中央・州・地方各レベルの研修指導員、初等教員）の指導技術向

上に関するニーズを満たしている。 

・ 日本の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）政策（第4回アフリカ開発

会議（Tokyo International Conference on African Development Ⅳ：TICAD Ⅳ））、対ナイジ

ェリア援助方針等）に合致している。 

 

 （2）有効性（やや低い） 

・ 既に研修を実施した地域において、プロジェクトによる良好な変化が認められるが、中
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央・地方研修の実施率が低く、残り期間で当初の数値目標を達成するのは難しい。プロ

ジェクト終了までに目標を達成するためには、当初の計画を現実に沿って見直す必要が

ある。 

 

 （3）効率性（やや低い） 

・ プロジェクトの投入・活動は、予算不足などの厳しい状況の下、適切に管理されている

が、ナイジェリア側の研修費用の不足・配賦遅延により、中央・地方研修を計画どおり

に実施できていない。 

 

 （4）インパクト（やや低い） 

・ 上位目標・スーパーゴールの達成には、当初の見込みよりも時間がかかると想定される

ものの、一部の地域において、初等教員・児童に関する良好な変化の事例が報告されて

いる。具体的には、パイロット3州で既に地方研修を実施した地域では、教員の態度が

変容し、生徒中心型授業が行われるようになった、理数科の授業に自信をもつようにな

った、苦手なトピックを扱えるようになった、授業案の内容が向上した、といった教員

の変化や、生徒が授業に積極的に参加するようになった、自ら発言するようになった、

授業内容に興味を示すようになった、ナイジャ州において生徒の出席率が向上した、と

いった生徒の変化を示す事例が教員から報告されている。 

 

 （5）持続性（中程度） 

・ 今後も連邦政府・州政府により、SMASE研修が政策的に支持されることが見込まれる。

・ 関係者の多くは、SMASE研修実施における企画、マネジメント、講義、モニタリング・

評価に必要なノウハウを身に付けている。 

・ 中央レベル及びパイロット3州におけるSMASE研修の実施体制機能は、プロジェクト終

了後も継続されることが見込まれる。パイロット州以外の34州における研修実施体制に

ついては、更なる強化が望まれる。 

・ 今後の中央研修の実施費用について、実施機関である全国教員研修所（National Teachers’ 

Institute：NTI）は残りの研修費用を調達する計画であり、2013年度からは研修用の一般

予算がNTIに配賦される予定である。地方研修の実施費用については、各州の州基礎教

育委員会（State Universal Basic Education Board：SUBEB）が州政府等、いろいろな資金

源から研修費用を獲得していく努力が必要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・ カスケード方式による組織的な教員研修のアプローチにより、カスケードの各層に割り

当てられた既存の人材を最大限に活用し、現場に研修内容を普及させることが可能とな

った。 

・ SMASE研修は、研修自体が双方向の対話式であり、学習者中心のアプローチによって進

められるため、研修受講者のものの見方や態度、行動を変化させることにつながった。
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・ 研修用ガイドライン、教材、モニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）ツ

ール等はシンプルで実用的であり、SMASE研修を実施するうえでの堅固な基礎となって

いる。 

・ フェーズ1から続いていることにより、SMASE研修の良いイメージが確立され、研修に

対するナイジェリア側の信頼感を獲得し、研修が好意的に受け入れられた。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

・ カウンターパートの多くはフェーズ1からSMASE活動に関わっており、プロジェクトの目

的や内容をよく理解しているため、プロジェクト活動のスムーズな実施に貢献してい

る。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

・ カウンターパートのSMASE研修実務担当者と予算決定権者が異なり、NTIを除くほとん

どの実務担当者が研修の予算決定権をもつ立場にない。重要な意思決定はすべて機関の

長が行う傾向が強い一方で、関係機関の力関係や最終的な意思決定までのプロセスは複

雑であり、これが研修実施費用の不足及び配賦遅延を招く一因となった。 

・ ナイジェリアのように州への地方分権化が進んでいる国では、中央からのトップダウン

的なアプローチはうまく機能せず、各州におけるSMASE研修の採用は、州政府、州教育

局（State Ministry of Education：SME）、州基礎教育委員会（SUBEB）などの意向に大き

く左右され、中央研修・地方研修ともに当初計画どおりに進んでいない。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

・ パイロット3州以外のいくつかの州においてはSTの選定基準が曖昧であり、適切でないST

が選定されている場合がある。 

・ ナイジェリアの治安状況の悪化により、パイロット3州も含めた国内において日本人専

門家の渡航地域が限られているため、効果的・効率的な活動の実施に支障をきたしてい

る。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは、中央研修、地方研修ともに研修を実施するための組織は確立されたもの

の、ナイジェリア側の予算の不足及び配賦遅延により、研修の実施が当初の計画より大幅に遅

れている。この点において、中間レビュー時点で期待される成果を当初の予定どおりに達成で

きていないといえる。 

他方、研修は厳しい予算制約の下、限定的な規模でしか実施されていないが、パイロット3州

で既に地方研修が実施された地域では、プロジェクト目標に係る量的な指標がプラスの結果を

示すなど、研修実施による効果が確認されている。 

プロジェクトの残り期間で現在の課題に対処し、研修の確実な実施に向けて関係者一同が更

なる努力を続けていくことが望まれる。 
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３－６ 提言 

 （1）中央研修 

1）予算の確保 

今後、中央研修を持続的かつ安定的に実施するために、特別予算（Intervention Fund）

や一般予算を確保できるように連邦教育省（Federal Ministry of Education：FME）とNTI

が尽力することが必要である。 

2）PDM成果指標の修正 

中央研修の現在の進捗状況を鑑み、全国展開の仕組みを整え、継続的な研修実施を可

能とすることを主眼とし、中央研修の目標受講者数については、当初目標値の3分の1に

修正することが現実的である。ただし、中央研修実施のための予算が確保できた場合は、

当初目標値の達成をめざす。 

3）パイロット州以外の34州の参加促進 

34州のうちできる限り多くの州が中央研修に参加できるよう、いまだ一度も中央研修

に参加したことのない州に対し、FME及び中央調整ユニット（National Coordinating Unit：

NCU）が中心となり、積極的にプロモーションツアーを実施し、各州におけるSMASE研

修に対する理解を促進することが望ましい。 

4）サイクル31の教材改訂 

現在のプロジェクト進捗状況を踏まえると、プロジェクト期間中にサイクル3までを実

施することは困難であることが判明したが、少なくとも、フェーズ1で作成したサイクル

3の教材を改訂し、プロジェクト終了後も持続的に中央研修を実施できるようにしておく

ことが必要である。 

5）中央研修指導員（NT）の能力強化 

中央研修を実施するためには、上述のサイクル3の教材改訂や州研修指導員（State 

Trainer：ST）に対するリフレッシュ研修を通じて、中央研修指導員（National Trainer：

NT）の能力を強化することが必要である。加えて、NTの人数を増加することが望ましい。

 

 （2）地方研修 

1）研修の実施 

地方研修における現在の進捗状況を鑑み、残りのプロジェクト期間中に少なくともあ

と1サイクルずつ各州で研修を実施することが望ましい。 

2）安定的な予算の確保 

現在地方研修の実施に活用している全国基礎教育委員会（Universal Basic Education 

Commission：UBEC）の特別予算（Teacher Professional Development Intervention Fund）の

みならず、各州がSMASE研修のために必要な予算を確保するのが望ましい。また、各

SUBEBがプロジェクト活動のために州調整ユニット（State Coordinating Unit：SCU）に対

して予算を確保することが望ましい。 

 

                                                        
1 中央研修、地方研修ともに、全3サイクルで完結する構成となっている。 
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3）校内研修の試行的普及 

地方研修における現在の進捗状況を鑑み、より多くの教員がSMASEの研修に参加でき

るよう、プロジェクトで既に試行的に実施している校内研修の教訓を生かし、校内研修

の実施を進め、地方研修を補完することが必要である。 

 

 （3）その他 

1）NCUの機能強化 

本プロジェクトの調整機能を有するNCUがより強固なイニシアティブを発揮するため

に、FMEはNCUに対して予算を確保することが望ましい（現在はNCUに予算が確保され

ていないため、出張費が手当てされず、NCUによる各研修のモニタリングやプロモーシ

ョンツアーの実施費用が充てがわれていない）。特に、プロジェクトを円滑に実施するた

めには、プロジェクトの専用銀行口座を開設することが必要である。 

2）各プロジェクト関係機関の連携強化 

現在、運営委員会（TC）は活発に実施され、各関係機関の実務者間では中身の濃い議

論が交わされているが、各機関内における上層部への情報共有及び各機関間の情報共

有・協議が不足しているため、機関内及び機関間における連携を強化し、プロジェクト

の進捗が図られるように努力すべきである。 

3）他ドナーとの情報共有 

ナイジェリアの教育分野に対して協力を行っている他ドナーとも積極的に情報交換を

進め、各プロジェクトでの教訓・成果を共有することが望ましい。 

4）ナイジェリアINSET政策へのSMASE研修の反映 

プロジェクトの優良事例を収集し、他の関係機関に共有するとともに、ナイジェリア

のINSET政策に反映させていくことが望ましい。 

5）継続的な現職教員への研修の実施及び研修教材の改訂 

INSETの実施を継続的に実施するためには、研修教材を改訂し、常に新しい内容を取り

入れることが必要である。またカリキュラムが変更された場合は、研修教材もそれに沿

って修正をすべきである。 

 

３－７ 教訓 

 （1）段階的な全国展開 

本プロジェクトは、パイロット3州を対象として実施したフェーズ1から、フェーズ2の段

階で対象地域が全国に一気に拡大をするとともに、パイロット3州に対しては地方研修、パ

イロット州以外の34州に対しては中央研修と、同時並行で面的拡大と下層展開が進められ

る枠組みとなっている。中央研修の対象となる34州、地方研修の対象となる約7万名の教員

という数はいずれも非常に膨大であり、約3年間のプロジェクト期間で一度に達成するの

は、そもそもの目標値の設定が高すぎたといわざるを得ない。本プロジェクトのように全

国展開をめざすプロジェクトについては、段階的な面的拡大・下層展開を図るべきである。
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 （2）持続性を担保する政策面・予算面の強化 

本プロジェクトは、プロジェクト実施経費（約87％）をナイジェリア側が負担するとし

て、具体的な経費の詳細項目ごとにナイジェリア・日本国側のいずれが負担すべき予算か

をはっきりさせて、R/DやM/Mを締結のうえ、プロジェクトを開始したが、実際には中央研

修・地方研修ともに、その計画どおりに予算確保・執行がされていない。確実に予算を措

置し執行させるためには、プロジェクトが実施しているINSETの位置づけを教育政策上で明

確にすることが必要である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

 特になし。 
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第１章 中間レビュー調査団の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリア」と記す）では、1999年から基礎教育普遍化政

策を実施し、基礎教育の拡大を重視してきた。その結果、初等教育就学者数は1999年の1,791万人

から2005年には2,227万人に急増し、教育へのアクセスは改善されつつあるが、その一方で教育の

質が大きな課題となっている。教育の質に影響を与える重要な要素が教員の能力であるが、ナイ

ジェリアでは、現場の教員の半数近くが正規の教員資格を有していない。また、大学及び教員養

成校の教員養成課程においても教具・教材の不足によって、実験等の手法を十分に活用した授業

は行われていないため、大学や教員養成校を卒業した教員でも、実験に基づいた理数科の授業計

画や授業実施能力・経験が不足している。ナイジェリア政府は、教員の能力強化の必要性を認識

し、理数科分野について独自の現職教員研修（In-Service Education and Training：INSET）を実施し

てきた。しかし、制度面・組織面を含めて効果的なINSETが実施されているとはいえず、教員が授

業技術、教科知識を継続的に向上させる機会が不足している。 

このような状況を踏まえ、国際協力機構（JICA）は初等教員を対象に理数科分野にかかる継続

的なINSETに関して支援を行ってきた。2006年8月から2009年8月までの3年間、カドナ州、ナイジ

ャ州、プラトー州（以下、パイロット3州）を対象として「初等理数科教育強化プロジェクト」（以

下、フェーズ1）を実施し、当該分野の中核人材の育成（研修指導員）を行った。また、フェーズ

1の実施には、ケニア国「理数科教育強化計画」の経験も活用されており、同プロジェクトから技

術支援（ケニア人第三国専門家派遣）を効果的に活用した南南協力も行われてきた。 

このような背景の下、ナイジェリア政府はこれら支援を高く評価し、フェーズ1の後継案件とし

て、パイロット3州における地方研修実施（現場の初等教員約7万名への研修実施）、パイロット3

州以外の33州及び首都特別区（以下、34州）への研修拡大（研修指導員の育成）を目的とした協

力を日本政府に要請した。 

今回実施の中間レビュー調査は、2011年12月に実施した運営指導調査の内容を踏まえつつ、以

下を目的として実施する。 

（1）これまで実施した協力活動を当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度を評価

グリッドにまとめ、問題点を整理する。 

 

（2）計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点

から、プロジェクトチーム及びナイジェリア側関係者とともに、プロジェクトの中間評価

を行う。 

 

（3）上述の評価結果に基づき、プロジェクト終了までの課題と今後の活動計画についてプロジ

ェクトチーム及びナイジェリア側関係機関と協議し、提言を行う。 

 

（4）PDMを見直し、必要に応じて変更を行う。 

 

（5）評価・協議結果を双方の合意事項として協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）に取りま

とめる。 
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１－２ 調査団の構成 

 （1）日本側 

担当分野 氏 名 所  属 

団長/総括 高橋 悟 JICA国際協力専門員 

協力企画 甲田 小百合 JICA人間開発部 基礎教育第二課 

評価分析 長谷川 さわ 株式会社日本開発サービス 調査部 研究員 

 

 （2）ナイジェリア側 

氏 名 所属組織 

Mrs. Mabel. I. OZUMBA 

連邦教育省（Federal Ministry of Education：FME）, 

基礎中等教育局（Department of Basic and Secondary Education：

DBSE） 

Mr. Abubakar DIGGI 
FME, 

中央調整ユニット（National Coordinating Unit：NCU） 

Mr. S. Anthony ODO FME, NCU 

Mr. J. C. AGUIYI FME, NCU 

Mr. Musa BADAR 
ナイジェリア教員認定評議会（Teachers’ Registration Council of 

Nigeria：TRCN） 

Mr. Chima EGBUJUO 
ナイジェリア教育研究開発評議会（Nigeria Education Research and 

Development Council：NERDC） 

Mr. Umar IRO 
全国基礎教育委員会（Universal Basic Education Commission：

UBEC） 

Ms. Patience ABALU UBEC 

 

１－３ 調査日程 

 2012年4月8日～4月29日（うち、JICA団員は4月14日～29日）に実施した。 

 詳細日程は付属資料1参照。 

 

１－４ 主要面談者 

 （1）ナイジェリア連邦政府関係者 

Chief（Barr）Ezenwo Nyesom Wike Honorable Minister of State for Education, FME 

Mrs. Mabel. I. Ozumba Director, DBSE, FME 

Mr. Abubakar Umar Diggi Deputy Director, DBSE, FME/SMASE National 

Coordinator 

Mr. S. Anthony Odo Deputy Director, DBSE, FME/SMASE Deputy National 

Coordinator 

Mr. J. C. Aguiyi Assistant Director, DBSE, FME/SMASE Desk Officer 

Dr. Aminu Ladan Sharehu Director General/Chief Executive Officer, NTI 

Mr. Ahmed Bello National Trainer, NTI/SMASE Coordinator 
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Dr. Ahmed Modibbo Mohammed Executive Secretary, UBEC 

Mr. Umar Iro Special Project Unit, UBEC/SMASE Coordinator 

Prof. Addison Mark Wokocha Registrar/Chief Executive Officer, TRCN 

Mr. Musa Badar TRCN/SMASE Desk Officer 

Prof. Godswill Obioma Executive Secretary, NERDC 

Mr. Chima Egbujuo NERDC/SMASE Desk Officer 

 

 （2）州政府関係者 

Mr. Ishaya Dary Akau（OON） Executive Chairman, Kaduna SUBEB 

Mr. Musa Daudu Ibrahim Director, Dept. of Quality Assurance, Kaduna SUBEB/ 

SMASE State Coordinator 

Mr. Ibrahim Uba Hassan Executive Chairman, Niger SUBEB 

Mr. Hussaini Koto Usman Director, Dept. of School Service, Niger SUBEB/SMASE 

State Coordinator 

Mrs. Gloria Lyop Mang Executive Chairman, Plateau SUBEB 

Mrs. Sarauniya L. Mallum Director, Dept. of Primary Education, Plateau SUBEB/ 

SMASE State Coordinator 

 

 （3）在ナイジェリア日本国大使館 

庄司 隆一 特命全権大使 

萩野 剛 一等書記官 

大地田 清佳 専門調査員 

 

 （4）JICA ナイジェリア事務所 

鷲見 佳高 所長 

川本 晃子 企画調査員 

Mr. Ayandele M. Kola 現地職員 

 

 （5）日本人専門家 

岡本 一宏 プロジェクト専門家（総括） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

 （1）協力期間 

2010年6月1日～2013年7月20日（3年2カ月） 

 

 （2）対象地域 

パイロット3州及びパイロット3州以外の34州 

 

 （3）協力内容 

1）スーパーゴール 

生徒の理数科分野における学力が向上する。 

2）上位目標 

制度化された理数科教育強化（Strengthening of Mathematics and Science Education：SMASE）

研修を通じて、ナイジェリアの初等教員の理数科分野における指導力が向上する。 

3）プロジェクト目標 

① パイロット3州で初等教員の理数科分野における生徒中心型授業の実施能力が向上す

る。 

② パイロット3州以外の州研修指導員（State Trainer：ST）の理数科分野におけるINSET実

施能力が向上する。 

 

4）成果 

① パイロット3州で地方レベルのINSETを実施するための組織が確立される。 

② パイロット3州で地方レベルのINSETが実施される。 

③ 中央及び州レベルでINSETを実施するための組織が確立される。 

④ パイロット3州以外のSTを対象としたINSETが実施される。 

⑤ INSETを支援する体制が強化される。 

 

２－２ プログラムにおける位置づけ 

対ナイジェリア国におけるJICA事業展開計画において、援助重点分野である人間開発分野の開

発課題「基礎教育」に対応する協力プログラムとして「初等教育プログラム」が設定されている。

本プロジェクトは同プログラムの中核案件として位置づけられている。 

 

２－３ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICAでは、1990年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイクル・

マネジメント（Project Cycle Management：PCM）手法を導入した。PCM手法において中心的役割

を果たすのは、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）と名付け

られたプロジェクト計画概要表である。これは「目標」「活動」「投入」などのプロジェクトの主

要構成要素や、プロジェクトをとりまく「外部条件」との論理的相関関係を示したものである。 

本プロジェクトにおいても、2009年11月の討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名時に
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PDMを策定し、R/Dとともに署名したM/Mの付属文書として承認した。 

本中間レビュー調査は、そのPDMに基づいて実施された。なお、本中間レビュー調査において、

実際のプロジェクトの進捗状況等を鑑みて、一部PDMを修正し、中央運営委員会（National Steering 

Committee：NSC）にて合意・署名された。当初PDMからの変更点は付属資料3、本中間レビュー

調査にて修正したPDMは付属資料4参照。 

 

２－４ 実施体制 

NSCが、プロジェクトに関する全体的な方針策定に責任をもつ。研修の年間活動計画の策定や研

修実施のための関係各所との調整等は、中央調整ユニット（National Coordinating Unit：NCU）が

担当する。NCUは、中央研修及び地方研修の全体の取りまとめ役を担う。パイロット3州における

プロジェクト活動に関しては、各州に設置される州実施委員会（State Implementation Committee：

SIC）が責任をもつ。地方研修は、3州を24のゾーンに分け、それぞれのゾーンに、ゾーン実施委

員会（Zonal Implementation Committee：ZIC）とゾーン調整ユニット（Zone Coordinating Unit：ZCU）

を設置し、131カ所設置される地方研修センターで研修を行う。地方研修の実施については、州調

整ユニット（State Coordinating Unit：SCU）が取りまとめ役を担い、全体の調整を行う。 

本プロジェクト実施体制は、図2-1のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクト実施体制 

 

２－５ プロジェクト支援対象 

本プロジェクトでは、パイロット3州におけるフェーズ1からの下層展開（地方研修）と、パイ

ロット州以外の34州におけるフェーズ1の他州拡大（中央研修）の支援を行う。一般的に、1つの

プロジェクトにおいては、1つのプロジェクト目標が設定されるが、本プロジェクトにおいて、地

州研修

地方研修

中央研修

州実施委員会
(SIC)

ゾーン調整ユニット
(ZCU)

州研修センター
（州研修指導員8名）

ゾーン実施委員会
(ZIC)

州調整ユニット
(SCU)

中央研修センター
（中央研修指導員5名）

中央実施委員会
(NSC)

中央調整ユニット
(NCU)

州研修センター
（州研修指導員8名）

州実施委員会
(SIC)

州調整ユニット
(SCU)

地方研修センター
（地方研修指導員3～6名）

新規対象34州

期間（1回）：10日間
対象人数（1回）：48人

ナイジャー州38ヵ所
カドゥナ州61ヵ所
プラトー州32ヵ所

パイロット州

期間（1回）：10日間/1センター
対象人数（1回）：200人/1センター

1ヵ所×3州 1ヵ所×34州

プロジェクト対象外

【34州の州研修指導員（ST）の育成】
・各州12名×34州（計408名）を育成。
・研修は中央研修センターで実施。
・中央調整ユニットは首都アブジャ、 中央
研修センターはカドナ州にあり、地理的
に離れている。

【34州の地方研修指導員（CT）の育成】
・各州200名×34州（計6800名）を育成。
・州実施委員会及び州調整ユニットは各
州1ヵ所づつ設置。

パイロット州

【パイロット州の初等教員の育成】
・各州約2万名×3州（計 約7万名）
・3州合計131研修センターを設置し、
そこで研修を実施する。
・ゾーン実施委員会、ゾーン調整ユニット
は3州合計で24ヵ所設置。
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方研修は、現場の教員を対象としている一方、中央研修ではSTを対象としており、対象レベルが

異なるためプロジェクト目標を2つに分けている。 

フェーズ1で実施した研修は、全3サイクルで完結する研修で、研修受講者は1年に1回10日間の

研修を3年間続けて受けるという形で実施した。フェーズ2のパイロット3州の地方研修及び34州の

中央研修においても同様の形式を採用することを基本としつつ、プロジェクト活動を通じてより

効果・効率的な研修実施方法に改善している。 

本プロジェクトの支援対象は図２－２のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ プロジェクト支援対象 

 

 

 

 

 

 

中央研修指導員NT
5名

州研修指導員ST
各州12名
計 408名

地方研修指導員CT
各州200名
計 600名

一般教員
各州約2万名
計 約7万名

パイロット州

（カドナ、ナイジャー、プラトー州）
新規対象34州（33州+首都特別区）

地方研修指導員の育成
はフェーズ1で終了

州研修・地方研修は各州
の責任において実施する。

州研修

地方研修

中央研修

州研修指導員ST
各州8名
計 24名

一般教員
約53万名
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第３章 評価方法 
 

３－１ 評価グリッドの作成 

本中間レビュー調査は、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年6月）に準拠して実施し

た。PDMやその他関係資料に基づいて評価設問（調査すべき項目）を検討し、プロジェクトの実

績、実施プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に関する評価グ

リッドを作成した。実績、実施プロセス、評価5項目の定義は以下のとおりである。 

作成された評価グリッドは、付属資料6に示す。 

 （1）実績 

投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関する情

報。 

 

 （2）実施プロセス 

活動の実施状況やプロジェクトの現場で起きている事柄に関するさまざまな情報。 

 

 （3）評価5項目 

 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益

者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と

日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当

かなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。 

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらさ

れているのか（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 

効率性 主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用されて

いるか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的・間接的効果や波及効果

をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

持続性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるい

は持続の見込みがあるか）を問う視点。 

 

３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づき、以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

 （1）文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は、以下のとおり。 

・ 「ナイジェリア連邦共和国初等理数科教育強化プロジェクト 終了時評価調査報告書」（平

成21年10月） 

・ 「ナイジェリア連邦共和国初等理数科教育強化プロジェクトフェーズ2 実施協議報告書」

（付 詳細計画策定調査報告書）（平成22年3月） 

・ 「ナイジェリア連邦共和国初等理数科教育強化プロジェクトフェーズ2 第1年次業務完了

報告書」（平成23年4月） 
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・ 「ナイジェリア連邦共和国初等理数科教育強化プロジェクト 第2年次事業進捗報告書」（平

成23年11月） 

・ その他プロジェクト作成資料（研修実施報告書、研修モニタリング・評価報告書、インパ

クト調査報告書、研修教材、モニタリング・評価ツールなど） 

 

 （2）インタビュー調査 

日本人専門家、NCU、SCU、中央研修指導員（National Trainer：NT）、州研修指導員（ST）、

地方研修指導員（Core Teacher：CT）等を対象にインタビューを実施した。 
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第４章 計画達成度 
 

４－１ 投入実績 

日本・ナイジェリア国側双方からの投入は、ナイジェリア側の研修実施経費、ワークショップ

実施経費、モニタリング・評価実施経費の支出以外は計画どおり実施されている。 

詳細は、付属資料2のANNEX 6を参照。 

 

 （1）日本側投入（2012年4月末時点） 

専門家派遣 ・ 総括/教師教育計画/地方研修 

・ 副総括/現職教員研修マネジメント/中央研修 

・ 算数・理科教育/授業研究（1）地方研修 

・ 算数・理科教育/授業研究（2）中央研修 

・ モニタリング・評価/授業観察（1）地方研修 

・ モニタリング・評価/授業観察（2）中央研修 

・ モニタリング・評価/校内研修/地方研修 

・ 児童中心型教育/授業研究 

計8名、49.5人/月 

研修員受入 計16名（本邦研修・第三国研修） 

機材供与 計2,592千円 

ローカルコスト負担 計29,455千円（一般業務費、会議費） 

 

 （2）ナイジェリア側投入（2012年4月末時点） 

カウンターパート配置 ・ NCU計9名（FME：7名、UBEC：2名） 

・ NT計8名 

・ SCU計11名（カドナ州3名、ナイジャ州5名、プラトー州3名） 

土地・施設提供 プロジェクト事務所・施設、中央研修センター 

ローカルコスト負担 計281,557,361ナイラ（約147,254千円1）（研修実施経費、ワークショ

ップ実施経費、モニタリング・評価実施経費） 

 

４－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、おおむねPDMに沿って実施されているが、ナイジェリア側の予算の不足・

配賦遅延により中央研修と地方研修の実施が大幅に遅れており、各研修のサイクル数・受講者数

が当初の計画数に達していない。 

追加された活動は、パイロット3州において地方研修の実施前にSTとCTを対象にリフレッシュ研

修が行われた。また、パイロット各州から1地域の地方教育委員会（Local Government Education 

Authority：LGEA）、計3地域のLGEAに対して校内研修ワークショップが実施され、対象地域の小

学校に校内研修が導入された。 

 

                                                        
1 1ナイラ＝0.523円（2012年4月為替レート）で換算。 
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４－３ 成果の達成状況 

各成果にかかる活動を実施した結果、中間レビュー調査時点でプロジェクトの各成果がどの程

度達成されているかについて、主に各成果に設定された指標の定量的な数値結果と、本中間レビ

ュー調査で関係者へのインタビューにより得られた定性的な結果も加味して達成状況を判断する。 

各成果における指標とその結果を、以下の表に示す。 

 

成果1：パイロット3州で地方レベルのINSETを実施するための組織が確立される。 

指  標 結  果 

a. 24のZICとZCUが設立さ

れる。 

パイロット3州におけるZIC、ZCU、ゾーン事務所、地方研修センターそれぞれ

の設立数は、以下のとおり。 

 

州 ZIC ZCU ゾーン事務所 地方研修センター 

カドナ 9 9 9 23（61） 

ナイジャ 9 9 9 33（38） 

プラトー 6 6 6 32（32） 

計 24 24 24  88（131） 

注：地方研修センターは、当初カッコ内の数のセンターが設立されたが、 

    実際に活用されているセンターはそれよりも少ない数になっている。 

b. 既存の施設を活用した

24のゾーン事務所が設

立される。 

c. 既存の施設を活用した

131の地方研修センター

が設立される。 

d. CTが研修講師として活

動に従事する。 

パイロット3州におけるフェーズ2開始時及び地方研修実施時のCTの数は、以下

のとおり。 

 

州 フェーズ2開始時 地方研修実施時

カドナ 214名 190名 

ナイジャ 160名 136名 

プラトー 190名 188名 

計 564名 514名 

注：CTの数は、離任・退職等の理由で減少している。 

 

e. 3サイクルの地方研修が

小学校教員に対して実

施される。 

成果2の指標bの結果を参照。 

 

上記の指標結果から判断すると、成果1に係る各指標の達成レベルは順調であり、パイロット各

州において、地方レベルのINSETを実施するための組織は確立され、現時点で成果1は達成されて

いる。 
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成果2：パイロット3州で地方レベルのINSETが実施される。 

指  標 結  果 

a. 研修評価指標（教員参加

指数）2が、5段階評価で

平均3以上になる。 

パイロット3州において、小学校教員の地方研修での教員参加指数のデータ結果

は、以下のとおり。すべてのデータが3以上を示している。 

 

州 自己評価 外部評価

カドナ 3.49 3.49 

ナイジャ 4.02 3.41 

プラトー 3.87 3.48 

3州平均 3.79 3.46 

注：上記のデータは統計的誤差を含む。 

 

b. 7万名の小学校教員が3

サイクルの研修を受講

する。 

パイロット3州において、地方研修のサイクル1を受講した小学校教員の数は、

以下のとおり（サイクル2及び3はまだ実施されていない）。 

 

州 研修時期 内 訳 受講者数（名）

カドナ 2011年9月13～23日 200名/ 

23地方研修センター 

4,600

ナイジャ 2011年4月14～30日 200名/ 

19地方研修センター 

3,800

2011年11月21日～ 

12月2日

200名/ 

14地方研修センター 

2,800

プラトー 2011年3月29日～ 

4月8日

200名/ 

32地方研修センター 

6,400

2011年5月2～13日 200名/ 

32地方研修センター 

6,400

計 24,000 

 

したがって、中間レビュー調査時点での各州における地方研修の実施率は、以

下のとおり。 

 

＜カドナ州＞ 

サイクル 目標数（名） 受講者数（名） 実施率（％） 

サイクル1 36,600 4,600 12.6 

サイクル2 36,600 0 0 

サイクル3 36,600 0 0 

全体の実施率 4.2 

 

＜ナイジャ州＞ 

サイクル 目標数（名） 受講者数（名） 実施率（％） 

サイクル1 22,800 6,600 28.9 

サイクル2 22,800 0 0 

サイクル3 22,800 0 0 

全体の実施率 9.6 
 

 

                                                        
2 本指標については、研修の質・内容をどの程度理解したかなどについて、研修受講者に対してのアンケート（自己評価）と

NT、ST による観察結果（外部評価）のサンプル調査の2つの観点から評価する。 
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 ＜プラトー州＞ 

サイクル 目標数（名） 受講者数（名） 実施率（％） 

サイクル1 19,200 12,800 66.7 

サイクル2 19,200 0 0 

サイクル3 19,200 0 0 

全体の実施率 22.2 

 

なお、地方研修の実施前、パイロット3州のST、CTに対してリフレッシュ研修

が行われた。 

 

c. 各研修サイクルにおけ

る地方研修実施報告書

が年1回作成される。 

パイロット3州において、地方研修のサイクル1を実施したすべての地方研修セ

ンターが、地方研修実施報告書を作成し、各SUBEBに提出している。 

 

上記の指標結果から判断すると、パイロット各州における地方研修の実施は、ナイジェリア側

の研修費用の不足・配賦遅延により当初の計画より大幅に遅れており、各州の現時点での研修実

施率は、それぞれ4.2％（カドナ州）、9.6％（ナイジャ州）、22.2％（プラトー州）と低い。既に地

方研修を受講した小学校教員の研修評価指標はよい数値を示しているものの、成果2の達成レベル

は低いといえる。 

 

成果3：中央及び州レベルでINSETを実施するための組織が確立される。 

指  標 結  果 

a. カドナ州のNTIが中央研

修センターの機能を有

する。 

中央研修センターがカドナ州のNTIに設立され、中央研修を実施している。プロ

ジェクト事務所もNTI内に設立された。 

b. NCUのメンバーが2名以

上増員される。 

NCUのメンバー数は、FMEから7名（ナショナル・コーディネーターを含む）、

UBECから2名に増員された。 

c. 5名の常勤のNTが任命

される。 

8名の常勤のNT（コーディネーター1名、アシスタント・コーディネーター1名、

他6名）が任命された。 

d. 34州のSICとSCUが設立

される。 

パイロット州以外の34州のうち、20州でSICとSCUが設立された。そのうちOndo

州とDelta州以外は、すべて中央研修に参加している。 

e. STが34州で各12名、合計

408名選抜される。 

パイロット州以外の34州のうち、15州で12名のST、1州で11名のST、2州で10名

のSTがそれぞれ選抜された。残りの16州では、選抜中である。各州のSTの内訳

は、以下のとおり。 

 

第1グループ 

2011年2月実施

第2グループ 

2011年3月実施

第3グループ 

2011年7月実施

第4グループ 

2011年10月実施 

州 ST 州 ST 州 ST 州 ST 

FCT Abuja 12 Imo 10 Katsina 10 Bayelsa 12 

Jigawa 12 Cross River 12 Kogi 12 Benue 12 

Taraba 12 Bauchi 12 Adamawa 11 Kebbi 12 

Oyo 12 Ekiti 12 Kano 12 Ebonyi 12 

Gombe 12     Zamfara 12 

小計 60 小計 46 小計 45 小計 60 

合計 211 
 

 

上記の指標結果から判断すると、成果3に係る指標a、b、cの達成レベルは順調であり、中央レ

ベルでINSETを実施するための組織は確立されている。 
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指標d、eについては現在進行中であり、パイロット州以外の34州において、現時点で20州が州

レベルのINSETを実施するための組織を確立した。今後、残り14州に対してSMASE研修の啓発活

動を強化し、プロジェクト終了までに34州をカバーする予定である。 

 

成果4：パイロット3州以外の州でSTを対象としたINSETが実施される。 

指  標 結  果 

a. 第1～3サイクルまでの

研修マニュアルとM&E

ツールが改良される。 

サイクル1及び2の研修教材は、中央研修指導員と日本人専門家により既に改訂

され、リフレッシュ研修用の教材も開発された。サイクル3の研修教材はこれか

ら改訂され、2013年3月に改訂作業が完了する予定。モニタリング・評価ツール

も改訂され、より効果的な使用のため更なる改訂を重ねている。 

 

b. 研修評価指標（教員参加

指数）3が、5段階評価で

平均3以上になる。 

中央研修を受講したパイロット3州以外のSTの教員参加指数のデータは、以下の

とおり。すべてのデータが3以上を示している（第4グループのデータは現在集

計中）。 

 

第1グループ 第2グループ 第3グループ 

自己評価 外部評価 自己評価 外部評価 自己評価 外部評価 

4.35 3.55 4.26 3.77 4.16 3.84 

注：上記のデータは統計的誤差を含む。 

 

c. 408名の STが育成され

る。 

パイロット州以外の34州のうち、18州の計211名のSTが中央研修のサイクル1を

受講した。各州の受講者数の内訳は、以下のとおり（サイクル2及び3はまだ実

施されていない）。 

第1グループ 

2011年2月実施

第2グループ 

2011年3月実施

第3グループ 

2011年7月実施

第4グループ 

2011年10月実施

州 ST 州 ST 州 ST 州 ST 

FCT Abuja 12 Imo 10 Katsina 10 Bayelsa 12 

Jigawa 12 Cross River 12 Kogi 12 Benue 12 

Taraba 12 Bauchi 12 Adamawa 11 Kebbi 12 

Oyo 12 Ekiti 12 Kano 12 Ebonyi 12 

Gombe 12     Zamfara 12 

小計 60 小計 46 小計 45 小計 60 

合計 211

 

したがって、中間レビュー調査時点での中央研修の実施率は、以下のとおり。

 

サイクル 目標数（名） 受講者数（名） 実施率（％） 

サイクル1 408 211 51.7 

サイクル2 408 0 0 

サイクル3 408 0 0 

全体の実施率 17.2 
 

 

上記の指標結果から判断すると、中央研修の実施は、パイロット3州での地方研修と同様、ナイ

ジェリア側の研修費用の不足・配賦遅延により当初の計画より大幅に遅れており、現時点での実

施率は17.2％である。中央研修を受講したSTの研修評価指標もよい数値を示しているものの、成果

                                                        
3 本指標については、研修の質・内容をどの程度理解したかなどについて、研修受講者に対してのアンケート（自己評価）と

NCUによる観察結果（外部評価）の2つの観点から評価する。 
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4の達成レベルは低いといえる。 

 

成果5：INSETを支援する体制が強化される。 

指  標 結  果 

a. ニュースレターが3回以

上発行される。 

ニュースレター第1版が2011年1月に、第2版が2012年1月に発行された。 

b. パイロット3州において

関係者を対象とした運

営管理ワークショップ

が年3回（各州1回）開催

される。 

パイロット各州において、関係者を対象とした運営管理ワークショップは、ナ

イジェリア側の資金不足により開催されていない。各州において地方研修が既

に実施されているため、研修の紹介を目的とした運営管理ワークショップは、

今後開催される見込みはない。 

c. パイロット州以外の34

州において関係者を対

象とした運営管理ワー

クショップが年1回開催

される。 

2012年3月19～20日に、パイロット州以外の34州の関係者を対象とした運営管理

ワークショップがFMEで開催された。加えて、Kebbi、Yobe、Benue、Ebonyi、

Enugu、Lagos、Bayelsaの7州に対してSMASE研修への参加推進を目的とした啓

発活動が実施され、このうち5州が中央研修に参加した。 

d. 関係者を対象とした啓

発ワークショップが開

催される。 

 

啓発ワークショップは、まだ開催されていない。 

e. パイロット州以外の34

州においてCTが育成さ

れる。 

FCT特別区及びKogi州において、州研修実施によりCTが育成されているが、他

の32州ではまだ実施されていない。 

f. SMASE研修ガイドライ

ンがFMEの審査を経て

承認される。 

SMASE研修ガイドラインは現在改訂中で、プロジェクト終了までにFMEにより

承認される見込みである。 

g. SMASEの活動と経験が

教員研修政策、ガイドラ

イン、プログラムに組み

込まれる。 

SMASEの活動と経験は、ナイジェリアの教員研修政策、ガイドライン、プログ

ラム等にはまだ組み込まれていない。 

 

上記の指標結果から判断すると、成果5に係る各指標の達成レベルは現在進行中であり、これま

での主な実績として、パイロット州以外の34州に対して関係者への啓発活動を目的としたSMASE

研修運営ワークショップが実施された。SMASE研修の実施・支援体制の更なる強化に向けて、パ

イロット州以外の34州のうちまだ中央研修に参加していない残り14州に対して、今後も引き続き

啓発活動を強化していく予定である。 

 

４－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標の達成状況も、成果の達成状況と同様、主にプロジェクト目標に設定された

指標の定量的な数値結果と、本中間レビュー調査で関係者へのインタビューにより得られた定性

的な結果も加味して達成状況を判断する。 

プロジェクト目標における指標とその結果を、以下の表に示す。 
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プロジェクト目標：パイロット3州で初等教員の理数科分野における生徒中心型授業の実施能力が

向上し、パイロット3州以外のSTの理数科分野におけるINSET実施能力が向上する。 

指  標 結  果 

1. パイロット3州における

初等教員の授業観察指

数が、5段階評価で平均3

以上になる。 

パイロット3州における初等教員の授業観察指数につき、ベースライン調査・中

間調査のデータ結果は、以下のとおり。授業観察指数4・活動・生徒中心・実験・

創意工夫 /計画・実施・評価・改善（Activity, Student-centered, Experiment, 

Improvisation/Plan, Do, See, Improve：ASEI-PDSI）指数5とも、ベースライン時に

比べて中間レビュー時にはデータが上昇している。 

 

州 

授業観察指数 ASEI-PDSI指数 

ベースライン

2011年7月 

中間 

2012年4月

ベースライン 

2011年7月 

中間 

2012年4月 

カドナ 1.8 3.0 1.6 2.8 

ナイジャ 2.3 2.9 2.1 2.9 

プラトー 1.6 2.6 1.2 2.2 

3州平均 1.9 2.8 1.6 2.6 
 

2. パイロット3州における

児童参加指数が、5段階

評価で平均 3以上にな

る。 

パイロット3州における児童参加指数につき、ベースライン調査・中間レビュー

調査のデータ結果は、以下のとおり。 

ナイジャ州ではデータが上昇しているが、他の2州では減少している。 

 

州 
ベースライン調査

（2011年7月） 

中間調査 

（2012年4月）

カドナ 2.5 2.3 

ナイジャ 1.8 2.4 

プラトー 3.3 2.0 

3州平均 2.5 2.2 
 

3. パイロット3州における

初等教員の授業にICTを

活用する際の習熟度。 

パイロット3州において、対象地域の学校ではICTがほとんど活用されていない

ため、初等教員が授業にICTを活用する際の習熟度に関するデータは収集されて

いない。 

4. パイロット3州以外にお

けるSTの理数科の教授

態度指数が5段階で平均

3以上になる。 

中央研修に参加したパイロット州以外の34州のうち18州において、STの理数科

の教授態度指数の研修前・研修後のデータは、以下のとおり。 

カテゴリーA、B、C、D、Eのすべてのデータが研修後に上昇している。 

 

 
第1グループ 第2グループ 第3グループ 第4グループ 

研修前 研修後 研修前 研修後 研修前 研修後 研修前 研修後

A 3.76 4.45 3.98 4.48 4.04 4.48 3.86 4.63 

B 4.18 4.69 4.24 4.58 4.29 4.54 4.18 4.62 

C 3.90 4.49 3.99 4.51 4.02 4.56 3.88 4.55 

D 3.04 4.33 3.25 4.28 3.11 4.07 3.72 4.38 

E 4.10 4.61 4.30 4.51 4.17 4.29 4.32 4.58 

注：カテゴリーAは、理数科の教育・学習目的に対する態度を示す。 

カテゴリーBは、方法論に対する態度を示す。 

カテゴリーCは、レッスンプラン作成に対する態度を示す。 

カテゴリーDは、限界の克服に対する態度を示す。 

カテゴリーEは、教育・学習活動に対する態度を示す。 

 

                                                        
4 授業観察によって、教授過程、基礎的な教授技術、クラスのマネジメントの3つの観点から1～5の5段階で評価する。 
5 授業観察によって、生徒中心型授業の実践度（授業に効果的な活動を取り入れているか、生徒の理解を促す工夫をしている

か等）、Plan-Do-See-Improveサイクルの実践度を1～5の5段階で評価する。 
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上記の指標結果から判断すると、プロジェクト目標に係る指標のいくつかの達成レベルは順調

であり、本プロジェクトは目標の達成に向けて前進しているといえる。しかしながら、研修予算

の制約により、中央研修・地方研修ともまだ限定的な規模でしか実施されていない。このように

限定的な規模でのサンプル数ながらも、パイロット3州の初等教員の授業観察指数やパイロット3

州以外のSTの理数科の教授態度指数における量的な数値は、プラスの結果を示している。よって、

残りの対象地域においてSMASE研修が確実に実施され、STや初等教員が当初計画された規模の研

修を受講するようになれば、プロジェクト目標は達成されると見込まれる。 

 

４－５ 上位目標・スーパーゴールの達成見込み 

上位目標・スーパーゴールの達成見込みについては、各目標に設定された指標の定量的な数値

結果は得られていないため、本中間レビュー調査で関係者へのインタビューにより得られた定性

的な結果により達成見込みを判断する。 

上位目標・スーパーゴールにおける指標とその結果を、以下の表に示す。 

 

上位目標：制度化されたSMASE研修を通じて、ナイジェリアの初等教員の理数科分野の指導力が

向上する。 

指  標 結  果 

1. SMASE研修が継続的・

体系的に実施される。 

プロジェクト期間中、中央研修・地方研修とも計画どおりには実施されていな

が、NTIとパイロット3州を含む複数の州が、プロジェクト終了後もSMASE研修

を実施していくことに強い意欲をもっているため、SMASE研修は、今後も継続

的に実施されることが見込まれる。 

2. 授業観察指数 パイロット3州以外の州において、授業観察指数及び児童参加指数に関するデー

タはまだ収集されていない。 

中間レビュー調査時のインタビューによると、パイロット3州で既に地方研修が

実施された地域において、教員の態度が変容し、活動主導型・生徒中心型の授

業が行われるようになった、理数科の授業に自信をもつようになった、苦手な

トピックを扱えるようになった、授業案の内容が向上したなどの事例が、教員

から報告されている。 

3. 児童参加指数 

4. 授業にICTを活用する際

の教員の習熟度 

初等教員が授業にICTを活用する際の習熟度に関するデータについては、すべて

の州において収集されていない。 

 

スーパーゴール：ナイジェリアの小学生の理数科分野の能力が向上する。 

指  標 結  果 

小学生の理数科分野の成

績・パフォーマンスの向上

度 

中間レビュー調査時のインタビューによると、パイロット3州で既に地方研修が

実施された地域において、小学校児童の理数科分野のパフォーマンスの変化に

関し、児童が授業に積極的に参加するようになり、自ら発言するようになった、

授業内容に興味・好奇心を示すようになった、ナイジャ州において授業で

ASEI-PDSIアプローチを実践した結果、児童の出席率・在籍率が向上したなどの

事例が教員から報告されている。 

 

上記の指標結果から判断すると、限定された地域ではあるが、パイロット3州で既に地方研修が

実施された地域において、初等教員の理数科分野の指導力向上及び小学生の理数科分野の能力向

上に関し、良好な変化の事例が報告されている。 
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第５章 評価結果 
 

５－１ 評価5項目による評価 

５－１－１ 妥当性 

（1）ナイジェリアの開発・教育政策との整合性 

本プロジェクトは、ナイジェリアの国家開発政策・教育政策に合致している。 

ナイジェリアの最上位の長期開発計画である「ナイジェリア20の展望」“Nigeria Vision 

20：2020”（2009年12月）において、教育セクターとそれに関わる人材育成分野の強化が最

重点セクターの1つに挙げられている。また、現大統領の選挙公約である「7つの課題」“7 Point 

Agenda”においても、教育分野、とりわけ教育の質の向上に向けた教師教育の重要性が強

調されている。 

さらに、ナイジェリアの教育政策である「国家教育政策」“National Policy on Education”

「連邦教育省10カ年戦略計画」“10 Year Strategic Plan for Federal Ministry of Education”「ナイ

ジェリア教育セクターロードマップ」“Roadmap for Nigerian Education Sector”において、教

育の質の確保におけるINSETの重要性が明記されている。 

 

（2）受益者ニーズとの整合性 

本プロジェクトは、受益者のニーズを満たしている。 

プロジェクトのターゲットグループである中央・州・地方の各レベルの研修指導員、初

等教員には、理数科分野を中心とした効果的な指導技術を学びたい、自身の指導力をもっ

と向上させたい、というニーズがあった。中間レビュー調査で実施したインタビューによ

ると、本プロジェクトにより、NT、ST、CT、小学校教員ともASEI-PDSIアプローチを基に

した多くの効果的な指導法を学んだ、という結果が得られた。 

 

（3）日本の援助政策との整合性 

本プロジェクトは、日本のODA政策にも合致している。 

2008年5月に採択されたTICAD IV『横浜行動計画』の教育部門の中で、SMASEを通じて

理数科分野の教員訓練を拡大することが目標に掲げられており、その具体策として「10万

人の教員を対象としたSMASEプロジェクトの拡大」「理数科教育強化に関するアフリカ域内

ネットワーク〔Strengthening of Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central 

and Southern Africa（Regional Network in Africa）：SMASE-WECSA〕メンバー国間での経験共

有の促進」「すべてのSMASE-WECSAメンバー国に対する理数科教員への研修の提供」が述

べられている。 

また、「対ナイジェリア連邦共和国事業展開計画」（2012年版）において、「人間の安全保

障の実現とミレニアム開発目標（Millennium Development Goals：MDGs）の達成」が援助重

点分野として位置づけられており、その一環として「初等理数科教育研修を通した現職教

員の指導力向上」「地方部・遠隔地における質の高い教育プログラムのサービス拡大」「初

等教育行政担当者の能力強化・向上を目的とした技術的な支援」が方針として掲げられて

いる。 

以上により、本プロジェクトの妥当性は高いといえる。 
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５－１－２ 有効性 

本プロジェクトのプロジェクト目標の達成に関し、既に研修を実施した地域において、プロ

ジェクトによる良好な変化が認められるものの、中央研修・地方研修の実施率が低く、プロジ

ェクトの残り期間が14カ月であることを考えると、プロジェクト終了までに現行の数値目標に

基づきプロジェクト目標を達成するのは難しい。当初の数値目標を達成するためには、当初の

PDMを現実に沿って見直す必要がある。 

プロジェクトは目標の達成に向けて前進はしており、SMASE研修を実施するための組織は、

パイロット3州においては十分に、パイロット州以外の34州においては部分的に確立されている。

だが、予算の制約により、中央研修・地方研修ともまだ限定的な規模でしか実施されていない。

このように限定的な規模でのサンプル数ながらも、「第4章 計画達成度」の「4-4 プロジェク

ト目標の達成状況」で述べたように、プロジェクト目標に関する量的な指標はプラスの結果を

示している。よって、残りの対象地域においてSMASE研修が確実に実施され、STや小学校教員

が当初計画された規模の研修を受講するようになれば、プロジェクト目標は達成されると見込

まれる。 

以上により、本プロジェクトの有効性はやや低いといえる。 

 

５－１－３ 効率性 

「第4章 計画達成度」の「4-1 投入実績」「4-2 活動実績」で述べたように、本プロジェク

トではナイジェリア側からの研修実施経費、ワークショップ実施経費、モニタリング・評価実

施経費が計画どおりに投入されておらず、活動も計画どおりに実施されていない。各費用の絶

対的な不足・配賦遅延により投入が不十分であるため、パイロット3州における関係者を対象と

した運営管理ワークショップが開催されず、中央研修と地方研修の実施スケジュールが大幅に

遅れているなど、実施できなくなった活動や計画どおりに実施できていない活動が生じている。 

しかしながら、このような予算不足などの厳しい状況の下、各投入・活動は成果産出に向け

て適切に管理されている。日本人専門家・ナイジェリア側カウンターパートへのインタビュー

結果を総合すると、投入量の不足以外においては、投入の質、タイミングともおおむね適切で

あり、投入された各要素は活動の実施に活用されているといえる。 

以上により、本プロジェクトの効率性はやや低いといえる。 

 

５－１－４ インパクト 

本プロジェクトの上位目標・スーパーゴールの達成に関し、成果・プロジェクト目標の達成

状況から、当初の見込みよりも時間がかかると想定される。しかしながら、「第4章 計画達成

度」の「4-5 上位目標・スーパーゴールの達成見込み」で述べたように、各目標においてめざ

されている初等教員の理数科分野の指導力向上や小学生の理数科分野の能力向上に関して、限

定された地域ではあるものの、良好な変化の事例がいくつか報告されている。 

他のインパクトに関し、教育政策において教員研修そのものの重要性は明記されているが、

具体的にSMASE研修の活動や経験がナイジェリアの教育セクターにおける政策やガイドライン、

プログラム等には組み込まれるには至っておらず、政策・制度へのインパクトはまだ発現して

いない。だが、CTへのインタビューにおいて、SMASE研修でASEI-PDSIアプローチに精通する

ようになった結果、同アプローチを理数科だけでなく他の教科の授業にも取り入れて応用する
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ようになったとの報告が複数のCTからあり、プラスのインパクトが発現している。 

反対に、環境や社会配慮面など、本プロジェクトによる負の影響については実施中に報告が

なく、今後もプロジェクトによるマイナスのインパクトが生じることは考えにくい。 

以上により、本プロジェクトのインパクトはやや低いといえる。 

 

５－１－５ 持続性 

本プロジェクトの今後の持続性について、政策・制度面、組織面、財務面、技術面の観点か

らそれぞれ検討する。 

 

（1）政策・制度面 

ナイジェリアにおいて理数科教育の強化は、国の発展の原動力となる科学技術の進歩の

基礎を形成するものであり、加えて「国家教育政策」において、INSETは継続的な教員教育

に不可欠なものとして実施されると明記されている。よって、SMASE研修は連邦政府・州

政府により今後も引き続き政策的に支持されることが期待される。 

一方、ナイジェリアのように州への地方分権化が進んでいるところでは、連邦政府によ

るトップダウン的なアプローチがうまく機能せず、各州においてSMASE研修が採用される

かどうかは、州政府、SME、SUBEBなどの意向に大きくよる。ナイジェリアのすべての州

にSMASE研修を普及させるには、これらの関係者に対する啓発活動が必要となる。 

 

（2）組織面 

連邦政府のSMASE研修に係る実施体制・組織に関し、NCU及び運営委員会（Technical 

Committee：TC）は今後も研修が続く限り継続して機能することが見込まれる。組織的な持

続性を更に高めるためにも、今後NCUの機能を特に強化する必要がある。 

パイロット3州におけるSMASE研修の実施体制・組織に関し、ほとんどのSCUメンバーは

SUBEBの常勤職員であり、フェーズ2が始まる以前からSMASEの活動に従事しているため、

SCUはプロジェクト終了後もパイロット3州それぞれにおいて機能し続けることが見込まれ

る。しかしながら、SUBEBの幹部ポストの人材は頻繁に代わることがあるため、新しく任

命された幹部に対して、SCUメンバーがSMASE研修の重要性や進捗状況を常に報告してい

くことが必要である。 

パイロット州以外の34州におけるSMASE研修の実施体制・組織に関し、ナイジェリア連

邦首都特別地域（Federal Capital Territory：FCT）など、いくつかの州においては、プロジェ

クト終了後もSCUの機能が維持されることが見込まれる。FCTでは、州研修・地方研修を独

自に実施していくためのワークプランを作成している。 

 

（3）財務面 

今後の中央研修の実施費用に関し、NTIは2013年度から中央研修を実施するための一般予

算をFMEを通して連邦政府から受け取ることになっている。 

今後の地方研修の実施費用に関し、UBECは今後も地方研修を実施するための資金として

各州一律に“Teacher Professional Development Intervention Fund”を配賦する予定であり、加

えて、将来の組織拡大に伴い、同資金を増額することやSMASE研修への使用に規定するこ
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とも検討している。しかしながら、UBECから支給される上記資金に加えて、各SUBEBは地

方研修を実施するための資金を各州政府に求めていく必要がある。 

 

（4）技術面 

各調整ユニットのスキルに関し、NCUのメンバーは中央研修の企画、運営、モニタリン

グ・評価における基本的なノウハウを身に付けており、SCUのメンバーも地方研修の企画、

運営、モニタリング・評価における基本的なノウハウを身に付けている。だが、NCU・SCU

メンバーともより高いレベルのパフォーマンスを身に付けるため、更なる能力強化を必要

とする。 

各研修指導員のスキルに関し、NTは中央研修の企画、運営、講義、モニタリング・評価

において一定程度のレベルに達している。NCUのメンバーはNTには十分なスキルがあると

みており、NT自身もスキルにある程度の自信をもっている。STも州研修の企画、運営、講

義、モニタリング・評価や地方研修での指導において一定程度のレベルに達している。NT

とSCUのメンバーはSTには十分なスキルがあるとみており、ST自身もスキルにある程度の

自信をもっている。しかしながらパイロット州以外の34州において、適切でないSTが選定

されている場合がある。一方、パイロット3州のCTのなかには、まだ地方研修を実施するの

に十分なファシリテーション・スキルを得ていない者もいる。 

以上により、本プロジェクトの持続性は中程度といえる。 

 

５－２ 貢献要因と阻害要因の検証 

５－２－１ 貢献要因 

本プロジェクトの実施において、以下の貢献要因があった。 

（1）フェーズ1からのカウンターパートの活用 

本プロジェクトのカウンターパートの多くは、フェーズ1からSMASE活動に関わっており、

プロジェクトの目的や内容をよく理解しているため、プロジェクト活動のスムーズな実施

に貢献している。 

 

（2）組織的なアプローチ 

ナイジェリアにおいてINSETは、プロジェクトのフェーズ1が始まる前から実施されてい

たが、どれも単発的で定期的には実施されておらず、SMASE研修のようにカスケード方式

によって組織的に教員研修を行うやり方は独特であった。このアプローチにより、カスケ

ードの各層に割り当てられた既存の人材を最大限に活用し、現場に研修内容を普及させる

ことが可能となった。 

 

（3）双方向の対話式による研修 

SMASE研修は、研修自体が双方向の対話式であり、学習者中心のアプローチによって進

められる。これにより、教員からの一方的な講義スタイルがベストで唯一の授業の実施方

法だと長く信じてきた研修参加者の目を開かせることになり、教室における授業に対する

彼らのモノの見方や態度、行動を変化させることにつながった。 
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（4）具体的な研修マテリアル 

本プロジェクトにより開発された研修用ガイドライン、教材、モニタリング・評価ツー

ル等はシンプルで実用的であり、SMASE研修を実施するうえでの堅固な基礎となっている。 

 

（5）SMASE研修に対するナイジェリア側の信頼感 

フェーズ1は、2006年に開始され、これまでパイロット3州の関係者は日本人専門家と密

なコンタクトを取ってきた。この間にSMASE研修の良いイメージが確立され、研修に対す

るナイジェリア側の信頼感を獲得し、研修が好意的に受け入れられた。 

 

５－２－２ 阻害要因 

一方、本プロジェクトの実施中、以下の阻害要因があった。 

 

（1）予算不足及び予算決定権者の認識不足 

本プロジェクトでは、NSCがプロジェクトに関する全体的な方針決定を行う責任団体とし

て機能するよう組織されたが、プロジェクト開始以来、本中間レビュー調査までNSCが開催

されたことはなかった。このため、NSCメンバーが研修の資金不足に関する問題を認識、対

処する時期が遅れることとなり、結果として中央研修・地方研修とも大幅に実施が遅れる

こととなった。 

また、ナイジェリア側カウンターパートは、SMASE研修における実務担当者と予算決定

権者が異なり、実務担当者のコミットメントは高いが、NTIを除くほとんどの実務担当者が

研修の予算決定権をもつ立場にない。重要な意思決定は、すべて機関の長が行う傾向が強

い一方で、関係機関の力関係や最終的な意思決定までのプロセスは複雑であり、これが研

修実施費用の不足及び配賦遅延を招く一因となり、中央・地方研修とも計画どおりに実施

できなくなった。 

例えば、カドナ州では、2011年度の地方研修費用がSUBEBから配賦されず、UBECから

SUBEBへ配賦される教員研修費用の90％が英国国際開発省（Department for International 

Development：DfID）のプロジェクトに使用され、プラトー州においても、2011年度の地方

研修費用がSUBEBから配賦されなかった。 

 

（2）パイロット州以外の34州におけるSMASE研修への関心の低さ 

パイロット州以外の34州において、SMASE研修への参加に関心を示していないいくつか

の州に対して協力を呼びかけるのが難しい。ナイジェリアのように州への地方分権化が進

んでいる国では、FMEによるトップダウン的なアプローチはうまく機能せず、各州におけ

るSMASE研修の採用は、州政府、SME、SUBEBなどの意向に大きく左右される。ナイジェ

リアのすべての州にSMASE研修を普及させるには、これらの関係者に対して更なる啓発活

動をしていく必要がある。 

 

（3）STの選定 

パイロット3州以外のいくつかの州においてはSTの選定基準が曖昧であり、適切でないST

が選定されている場合がある。 
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（4）ナイジェリアの治安状況 

ナイジェリアの治安状況の悪化により、パイロット3州も含めた国内において日本人専門

家の渡航地域が限られているため、効果的・効率的な活動の実施に支障を来たしている。 

 

５－３ 結論 

本中間レビュー調査における上記の検証の結果、本プロジェクトは中央研修、地方研修ともに

研修を実施するための組織は確立されたものの、ナイジェリア側の予算の不足・配賦遅延により、

研修の実施が当初の計画より大幅に遅れている。この点において、中間レビュー時点で期待され

る成果を当初の予定どおりに達成できていないといえる。 

しかしながら、ナイジェリア・日本国側双方の努力により、プロジェクトは目標の達成に向け

て前進はしており、研修を実施するための組織は、パイロット3州においては十分に、パイロット

州以外の34州においては部分的に確立されている。研修は厳しい予算制約のもと、限定的な規模

でしか実施されていないが、パイロット3州で既に地方研修が実施された地域では、プロジェクト

目標にかかる量的な指標がプラスの結果を示すなど、研修実施による効果が確認されている。よ

って、残りの対象地域において研修が確実に実施され、当初の計画範囲をカバーできれば、プロ

ジェクト目標は達成されると見込まれる。 

プロジェクトの残り期間は、あと1年2カ月であるが、プロジェクト終了までに本中間レビュー

調査において提言された課題に対処し、研修の確実な実施に向けて関係者一同が更なる努力を続

けていくことが望まれる。 
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第６章 提言・教訓 
 

６－１ 提言 

 （1）中央研修 

1）予算の確保 

今後、中央研修を持続的かつ安定的に実施するために、特別予算（Intervention Fund）や

一般予算を確保できるようFMEとNTIが尽力することが必要である。 

2）PDM成果指標の修正 

中央研修の現在の進捗状況を鑑み、全国展開の仕組みを整え、継続的な研修実施を可能

とすることを主眼とし、中央研修の目標受講者数については、当初目標値の3分の1に修正

することが現実的である。ただし、中央研修実施のための予算が確保できた場合は、当初

目標値の達成をめざす。 

3）パイロット3州以外の34州の参加促進 

34州のうちできる限り多くの州が中央研修に参加できるよう、いまだ一度も中央研修に

参加したことのない州に対し、FME及びNCUが中心となり、積極的にプロモーションツア

ーを実施し、各州におけるSMASE研修に対する理解を促進することが望ましい。 

4）サイクル3の教材改訂 

現在のプロジェクト進捗状況を踏まえると、プロジェクト期間中にサイクル3までを実施

することは困難であることが判明したが、少なくとも、フェーズ1で作成したサイクル3の

教材を改訂し、プロジェクト終了後も持続的に中央研修を実施できるようにしておくこと

が必要である。 

5）NTの能力強化 

中央研修を実施するためには、上述のサイクル3の教材改訂やSTに対するリフレッシュ研

修を通じて、NTの能力を強化することが必要である。加えて、NTの人数を増加することが

望ましい。 

 

 （2）地方研修 

1）研修の実施 

地方研修における現在の進捗状況を鑑み、残りのプロジェクト期間中に少なくともあと1

サイクルずつ各州で研修を実施することが望ましい。 

2）安定的な予算の確保 

現在、地方研修の実施に活用しているUBECの特別予算（Teacher Professional Development 

Intervention Fund）のみならず、各州がSMASE研修のために必要な予算を確保するのが望ま

しい。また、各SUBEBがプロジェクト活動のためにSCUに対して予算を確保することが望

ましい。 

3）校内研修の試行的普及 

地方研修の現在の進捗状況を鑑み、より多くの教員がSMASE研修に参加できるよう、プ

ロジェクトで既に試行的に実施している校内研修の教訓を生かし、校内研修の実施を進め、

地方研修を補完することが必要である。 
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 （3）その他 

1）NCUの機能強化 

本プロジェクトの調整機能を有するNCUがより強固なイニシアティブを発揮するために、

FMEはNCUに対して予算を確保することが望ましい（現在はNCUに予算が確保されていな

いため、出張費が手当てされず、NCUによる各研修のモニタリングやプロモーションツア

ーの実施費用が充てがわれていない）。特に、プロジェクトを円滑に実施するためには、プ

ロジェクトの専用銀行口座を開設することが必要である。 

2）各プロジェクト関係機関の連携強化 

現在、TCは活発に実施され、各関係機関の実務者間では中身の濃い議論が交わされてい

るが、各機関内における上層部への情報共有及び各機関間の情報共有・協議が不足してい

るため、機関内及び機関間における連携を強化し、プロジェクトの進捗が図られるよう努

力すべきである。 

3）他ドナーとの情報共有 

ナイジェリアの教育分野に対して協力を行っている他ドナーとも積極的に情報交換を進

め、各プロジェクトでの教訓・成果を共有することが望ましい。 

4）ナイジェリアINSET政策へのSMASE研修の反映 

プロジェクトの優良事例を収集し、他の関係機関に共有するとともに、ナイジェリアの

INSET政策に反映させていくことが望ましい。 

5）継続的な現職教員への研修の実施及び研修教材の改訂 

INSETの実施を継続的に実施するためには、研修教材を改訂し、常に新しい内容を取り入

れることが必要である。またカリキュラムが変更された場合は、研修教材もそれに併せて

修正をすべきである。 

 

６－２ 教訓 

 （1）段階的な全国展開 

本プロジェクトは、パイロット3州を対象として実施したフェーズ1から、フェーズ2の段階

で対象地域が全国に一気に拡大をするとともに、パイロット3州に対しては地方研修、パイロ

ット州以外の34州に対しては中央研修と、同時並行で面的拡大と下層展開が進められる枠組

みとなっている。中央研修の対象となる34州、地方研修の対象となる約7万名の教員という数

はいずれも非常に膨大であり、約3年間のプロジェクト期間で一度に達成するのは、そもそも

の目標値の設定が高すぎたといわざるを得ない。本プロジェクトのように全国展開をめざす

プロジェクトについては、段階的な面的拡大、下層展開を図るべきである。 

 

 （2）持続性を担保する政策面・予算面の強化 

本プロジェクトは、プロジェクト実施経費（約87％）をナイジェリア側が負担するとして、

具体的な経費の詳細項目ごとにナイジェリア・日本国側双方のいずれが負担すべき予算かを

はっきりさせてR/DやM/Mを締結のうえ、プロジェクトを開始したが、実際には中央研修・地

方研修ともに、その計画どおりに予算確保・執行がされていない。確実に予算を措置し、執

行させるためには、プロジェクトが実施しているINSETの位置づけを教育政策上で明確にする

ことが必要である。 



付 属 資 料 

 

１．調査日程表 

 

２．協議議事録（M/M） 

 

３．PDMの変更一覧 

 

４．変更版PDM 

 

５．変更版活動計画（PO）  

 

６．評価グリッド（和文） 

 

７．中央研修・地方研修の今後のスケジュール 

 

８．運営指導調査結果報告書 
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